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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第７期
第１四半期
連結累計期間

第８期
第１四半期
連結累計期間

第７期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

営業収益
(千円)

1,239,704 1,271,782 5,073,937

  (うち受取手数料) (1,128,112)(1,022,241)(4,419,328)

経常利益または経常損失(△) (千円) △360,884 8,511 △1,234,372

四半期（当期）純損失(△) (千円) △402,688 △54,312 △2,579,346

四半期包括利益または包括利益 (千円) △311,485 △92,973 △2,415,367

純資産額 (千円) 4,964,536 2,745,839 2,825,886

総資産額 (千円) 39,976,780 27,845,813 30,839,488

１株当たり四半期（当期）純損
失金額(△)

(円) △47.87 △6.45 △306.63

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.80 7.77 7.34

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　第７期第１四半期連結累計期間および第７期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　第８期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、下記事項を除き重要な

変更はありません。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グ

ループが判断したものであります。

　
継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、前々連結会計年度において833百万円の営業損失を計上し、前連結会計年度においても

1,231百万円の営業損失を計上しております。

　当社グループでは、当該状況を解消するために、収益力の回復に努めてまいりました。前連結会計年度に

おいては、連結子会社の三京証券株式会社における為替取引関連事業を会社分割の方法により譲渡し、不

採算事業からの撤退を図るなど、経営の効率化を目指して、事業改革を断行しております。

　当第１四半期連結累計期間においては、四半期営業損失32百万円となりましたが、四半期経常利益８百万

円を計上しております。

　依然として、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、回復基調は鮮

明になってきております。

　当社グループでは、当該状況を解消すべく、経営資源の選択と集中により、商品取引関連事業を中心とし

て、有価証券関連事業の強化を図り、それぞれの業務効率を高め、連携を深めていくことで、より質の高い

投資・金融サービスの開発および提供を推進することにより、収益基盤の強化を図っております。具体的

には、有価証券関連事業における新興国債券などの新規商品への積極的な取り組みなどであります。

　また、当社および当社グループの中核企業である岡藤商事株式会社、日本フィナンシャルセキュリティー

ズ株式会社において役員報酬および従業員給与の制度を業績連動型制度に変更するとともに、取締役に対

する退職慰労金制度を廃止、役職員数の25％削減等を盛り込んだ経費の３割削減計画を策定し、既に平成

24年２月から断行しており、その効果はすでに出始めております。

　なお、安定した資金の調達を図るため、取引金融機関との良好な関係を維持するように努めるとともに、

固定資産の売却等も検討してまいります。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。
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(1) 業績

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、震災復興関連を中心に公共投資が増加し、企業収

益の改善とともに設備投資も増加基調となり、生産や輸出にも持ち直しの動きが見られました。雇用情

勢には厳しさが残るものの、個人消費は緩やかに増加するなど、内需の堅調が下支えとなりました。

商品市況は、新興国の成長減速を背景に原油価格が軟化し、金を中心として貴金属は横ばい推移とな

る一方、供給面の問題から逼迫感の強まった穀物市場は上昇し、全国市場売買高は12,900千枚（前年同

期比82.4％）となりました。

証券市況は、当初は南欧の債務問題や、欧州、中国等の成長減速を背景に軟調となりましたが、ユーロ

圏で債務問題対応が進められたことから次第に反発に転じました。

為替市場は、欧州債務問題を背景にユーロ安傾向が強まると同時に、米国では雇用の回復遅れから追

加金融緩和が見込まれたことから対ユーロ、対ドルともに円高となりましたが、次第に膠着気味に推移

しました。

このような経済状況の中、当社グループは、当第１四半期連結累計期間における受取手数料が1,022

百万円（前年同期比90.6％）、売買損益が191百万円の利益（同745.6％）となり、営業収益は1,271百

万円（同102.6％）となりました。

営業費用は1,304百万円（同79.4％）となり、営業損失が32百万円（前年同期は401百万円の営業損

失）、経常利益が8百万円（前年同期は360百万円の経常損失）、四半期純損失は54百万円（前年同期は

402百万円の四半期純損失）となりました。

　
当社グループの当第１四半期連結累計期間における営業収益の状況はつぎのとおりであります。

　
１．受取手数料

　

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

商品先物取引 　 　

　 国内市場 　 　

　 現物先物取引 　 　

　 農産物市場 29,804 71.0

　 砂糖市場 24 2.4

　 貴金属市場 900,882 96.6

　 ゴム市場 38,690 70.4

　 石油市場 21,971 65.0

　 中京石油市場 583 81.4

　 小計 991,955 93.1

　 現金決済取引 　 　

　 貴金属市場 3,676 86.3

　 石油市場 2,469 32.4

　 小計 6,146 51.8

　 国内市場計 998,101 92.6

　 海外市場計 2,195 56.2

　 商品先物取引計 1,000,297 92.5

商品投資販売業 　 　

　 商品ファンド 2,136 35.6

商品取引 1,002,433 92.2

証券取引 19,808 48.5

合  計 1,022,241 90.6

(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２．売買損益

　

区分 金額（千円） 前年同期比(％)

商品先物取引損益 　 　

　 国内市場 　 　

　 現物先物取引 　 　

　 農産物市場 22,053 -

　 貴金属市場 4,104 15.9

　 ゴム市場 △2,753 -

　 石油市場 110,906 -

　 小計 134,311 -

　 現金決済取引 　 　

　 貴金属市場 246 810.5

　 石油市場 6,158 238.5

　 小計 6,404 245.1

　 国内市場計 140,715 -

　 海外市場計 10,777 23.3

　 商品先物取引損益計 151,492 -

商品売買取引 △4,335 -

商品取引 147,157 -

為替証拠金取引 △18,857 -

証券取引 63,149 -

合  計 191,448 745.6

(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　
３．その他

　

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

商品投資顧問料等 14,586 45.0

商品ファンド管理報酬等 19,293 54.9

その他 24,212 131.6

合  計 58,092 67.6

(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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セグメント別の業績等

①  商品取引関連事業

当社グループの主力事業である商品取引関連事業においては、受取手数料は1,002百万円（前年同期

比92.2％）となり、売買損益は147百万円の利益（前年同期は11百万円の利益）となりました。

　
当社グループの当第１四半期連結累計期間における商品取引関連事業の営業収益はつぎのとおりで

あります。
　

Ａ．営業収益

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

受取手数料 1,002,433 92.2

売買損益 147,157 1,258.8

その他 27,438 63.2

合計 1,177,028 103.0

(注)  上記金額には、消費税等は含まれておりません。

当社グループの商品先物取引の売買に関して当第１四半期連結累計期間の状況はつぎのとおりであ

ります。
　

Ｂ．商品先物取引の売買高の状況

市場名 委託(枚)
前年同期比
(％)

自己(枚)
前年同期比
(％)

合計(枚)
前年同期比
(％)

国内市場 　 　 　 　 　 　

現物先物取引 　 　 　 　 　 　

農産物市場 27,217 33.2 38,562 83.3 65,779 51.2

砂糖市場 50 3.8 - - 50 3.8

貴金属市場 191,566 51.7 11,065 19.8 202,631 47.6

ゴム市場 77,059 63.7 3,876 108.5 80,935 64.9

石油市場 45,426 46.8 4,501 30.7 49,927 44.7

中京石油市場 1,821 132.9 - - 1,821 132.5

小計 343,139 51.0 58,004 48.2 401,143 50.6

現金決済取引 　 　 　 　 　 　

貴金属市場 14,135 97.1 412 115.4 14,547 97.5

石油市場 8,950 28.1 728 34.0 9,678 28.4

小計 23,085 49.7 1,140 45.6 24,225 49.5

国内市場計 366,224 50.9 59,144 48.1 425,368 50.5

海外市場計 4,445 - 5,961 93.0 10,406 162.4

合計 370,669 51.5 65,105 50.4 435,774 51.3

(注)１　主な商品別の委託売買高とその総委託売買高に対する割合は、つぎのとおりであります。
　

取引所名 銘柄名

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

委託売買高(枚) 割合(％) 委託売買高(枚) 割合(％)

東京工業品取引所 金(標準取引) 228,665 31.8 93,869 25.3

東京工業品取引所 白金(標準取引) 98,470 13.7 90,001 24.3

東京工業品取引所 ゴム 121,061 16.8 77,059 20.8

東京工業品取引所 ガソリン 79,443 11.0 33,482 9.0

東京穀物商品取引所 一般大豆 41,856 5.8 12,403 3.3

　
２　商品先物取引における取引の最低単位を枚と呼び、例えば金１枚は１kg、とうもろこしは50トンというように

１枚当たりの数量は商品ごとに異なります。
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当社グループの商品先物取引に関する売買高のうち、当第１四半期連結累計期間末において反対売

買等により決済されていない建玉の状況はつぎのとおりであります。
　

Ｃ．商品先物取引の未決済建玉の状況

市場名 委託(枚)
前年同期比
(％)

自己(枚)
前年同期比
(％)

合計(枚)
前年同期比
(％)

国内市場 　 　 　 　 　 　

現物先物取引 　 　 　 　 　 　

農産物市場 6,010 62.0 - - 6,010 55.7

砂糖市場 14 7.1 - - 14 7.1

貴金属市場 18,593 84.1 56 53.3 18,649 84.0

ゴム市場 5,098 71.5 18 - 5,116 71.8

石油市場 6,063 164.9 114 - 6,177 167.9

中京石油市場 406 394.2 - - 406 394.2

小計 36,184 84.3 188 15.8 36,372 82.5

現金決済取引 　 　 　 　 　 　

貴金属市場 1,105 120.1 16 320.0 1,121 121.2

石油市場 595 76.5 15 - 610 78.4

小計 1,700 100.1 31 620.0 1,731 101.6

国内市場計 37,884 84.8 219 18.3 38,103 83.1

海外市場計 102 3.9 936 164.8 1,038 32.3

合計 37,986 80.3 1,155 65.5 39,141 79.7

　
②  為替取引関連事業

為替取引関連事業につきましては、売買損益が18百万円の損失（前年同期は14百万円の利益）とな

りました。

　
③  有価証券関連事業

有価証券関連事業につきましては、受取手数料が19百万円（前年同期比48.5％）、売買損益が63百万

円の利益（前年同期は0百万円の損失）となり、営業収益は98百万円（前年同期比204.1％）となりま

した。

　
④  投資顧問関連事業

投資顧問関連事業につきましては、管理報酬が13百万円（前年同期比44.1％）、投資顧問報酬が0百

万円（同72.3％）となり、営業収益は14百万円（同45.0％）となりました。

　

EDINET提出書類

岡藤ホールディングス株式会社(E03739)

四半期報告書

 7/25



　
(2) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

　
(4) 重要事象等について

　当社グループは、前々連結会計年度において833百万円の営業損失を計上し、前連結会計年度においても

1,231百万円の営業損失を計上しております。

　当社グループでは、当該状況を解消するために、収益力の回復に努めてまいりました。前連結会計年度に

おいては、連結子会社の三京証券株式会社における為替取引関連事業を会社分割の方法により譲渡し、不

採算事業からの撤退を図るなど、経営の効率化を目指して、事業改革を断行しております。

　当第１四半期連結累計期間においては、四半期営業損失32百万円となりましたが、四半期経常利益８百

万円を計上しております。

　依然として、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、回復基調は

鮮明になってきております。

当社グループでは、当該状況を解消すべく「第２ 事業の状況　１ 事業等のリスク」に記載した対応策

を着実に推進してまいります。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,000,000

計 27,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間

末現在発行数(株)

(平成24年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 9,965,047 9,965,047

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード)

単元株式数

100株

計 9,965,047 9,965,047― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成24年６月１日

新株予約権の数 2,351個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 235,100株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成24年６月19日～平成54年６月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格および資本組入額

発行価格　101.05円

資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、当社の取締役または当社の子会社の取

締役の地位を喪失した場合、その喪失日より10日間に限り

新株予約権の行使を可能とする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要するものとする。

代用払込に関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
―
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（注）１  新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。

　新株予約権を割り当てる日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以

下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。ただし、この調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
　

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割または株式併合の比率
　

　また、上記の他、当社が合併、会社分割または株式交換を行う場合およびその他これらの場合に準じて付

与株式数の調整を必要とする場合には、当社は取締役会において、合理的な範囲で付与株式数を適切に調

整できるものとする。

２  新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の資本組入額

　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第１７条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとする。但し、新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場

合には、資本組入は行わないものとする。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
― 9,965,047 ― 5,000,000 ― 1,965,719

（注） 平成24年６月28日開催の第７回定時株主総会において、資本金の額および資本準備金の額の減少が決議され、平成

24年８月１日を効力発生日として資本金の額を1,500,000千円、資本準備金の額を1,965,719千円減少し、それぞれ

3,500,000千円、―千円となっております。

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　
① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,553,300 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,409,200 84,092 ―

単元未満株式 普通株式 2,547 ― ―

発行済株式総数 9,965,047 ― ―

総株主の議決権 ― 84,092 ―

　
② 【自己株式等】

　 　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

岡藤ホールディングス

株式会社

大阪市中央区本町三丁目

２番11号
1,553,300 ― 1,553,30015.59

計 ― 1,553,300 ― 1,553,30015.59

（注）当第１四半期会計期間末日における自己株式は、1,553,300株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合15.59％)

となっております。

　
２ 【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年８月10日内閣府令第64号)に基づくとともに、「商品先物取引業統一経理基準」(平成５年３月３日付、旧

社団法人日本商品取引員協会理事会決定)および「商品先物取引業における金融商品取引法に基づく開示

の内容について」(平成５年７月14日付、旧社団法人日本商品取引員協会理事会決定)に準拠して作成して

おります。また、有価証券関連業固有の事項のうち主なものについては、「金融商品取引業等に関する内閣

府令」(平成19年内閣府令第52号)および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日

付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成しております。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで)および当第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人まほろばによる四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第７期連結会計年度　　　　　　　　　東陽監査法人

第８期第１四半期連結会計期間

および第１四半期連結累計期間　　　　監査法人まほろば
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,572,505 3,418,382

委託者未収金 145,306 179,268

有価証券 107,028 121,940

商品 84,674 146,825

保管借入商品 2,476,653 2,304,971

保管有価証券 3,859,018 3,395,218

差入保証金 10,496,002 9,518,856

信用取引資産 235,145 175,762

信用取引貸付金 221,778 169,922

信用取引借証券担保金 13,367 5,840

有価証券担保貸付金 285,000 307,000

借入有価証券担保金 285,000 307,000

金銭の信託 40,027 －

顧客分別金信託 221,000 220,000

預託金 235,740 244,740

委託者先物取引差金 1,969,935 3,066,688

貸付商品 484,432 442,994

繰延税金資産 2,474 1,613

その他 950,600 795,498

貸倒引当金 △10,900 △6,300

流動資産合計 27,154,643 24,333,461

固定資産

有形固定資産

建物 361,063 356,890

減価償却累計額 △286,137 △281,409

建物（純額） 74,925 75,481

土地 1,157,892 1,157,892

その他 687,782 686,957

減価償却累計額 △606,754 △606,360

その他（純額） 81,028 80,596

有形固定資産合計 1,313,846 1,313,970

無形固定資産

電話加入権 72,081 72,053

ソフトウエア 46,235 62,776

その他 2,870 2,730

無形固定資産合計 121,187 137,560

投資その他の資産

投資有価証券 964,052 899,966
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

出資金 8,990 8,990

破産更生債権等 699,785 709,711

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 524,611 478,831

長期差入保証金 960,323 893,175

会員権 158,075 158,075

繰延税金資産 7,001 6,611

その他 469,526 464,700

貸倒引当金 △1,542,555 △1,559,241

投資その他の資産合計 2,249,810 2,060,820

固定資産合計 3,684,845 3,512,351

資産合計 30,839,488 27,845,813

負債の部

流動負債

短期借入金 2,744,135 2,336,667

1年内返済予定の長期借入金 70,000 70,000

1年内償還予定の社債 1,467,000 1,467,000

借入商品 2,961,085 2,747,966

未払法人税等 49,254 10,843

未払消費税等 12,755 17,778

繰延税金負債 44 －

預り証拠金 12,986,070 11,502,547

預り証拠金代用有価証券 3,859,018 3,394,474

信用取引負債 234,758 165,307

信用取引借入金 221,391 159,467

信用取引貸証券受入金 13,367 5,840

有価証券担保借入金 30,000 122,000

有価証券貸借取引受入金 30,000 122,000

未払金 446,789 236,197

訴訟損失引当金 62,800 56,300

その他 1,034,605 1,092,537

流動負債合計 25,958,316 23,219,620

固定負債

長期借入金 970,125 927,750

退職給付引当金 708,559 689,047

役員退職慰労引当金 6,466 7,199

負ののれん 76,166 45,656

繰延税金負債 10,916 1,053

その他 96,454 23,048

固定負債合計 1,868,688 1,693,756
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 185,265 185,265

金融商品取引責任準備金 1,331 1,330

特別法上の準備金合計 186,597 186,596

負債合計 28,013,601 25,099,973

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 2,033,952 2,033,952

利益剰余金 △3,975,984 △4,030,297

自己株式 △813,421 △813,421

株主資本合計 2,244,545 2,190,233

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,942 △49,238

為替換算調整勘定 12,825 22,875

その他の包括利益累計額合計 17,767 △26,362

新株予約権 － 12,926

少数株主持分 563,573 569,042

純資産合計 2,825,886 2,745,839

負債純資産合計 30,839,488 27,845,813
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

営業収益

受取手数料 1,128,112 1,022,241

売買損益 25,678 191,448

その他 85,913 58,092

営業収益合計 1,239,704 1,271,782

営業費用

取引所関係費 60,341 36,265

人件費 749,857 642,266

調査費 45,317 37,059

旅費及び交通費 50,332 41,437

通信費 62,851 53,640

広告宣伝費 29,592 20,403

地代家賃 151,426 131,959

電算機費 123,397 84,179

減価償却費 26,052 10,304

賞与引当金繰入額 54,696 －

役員賞与引当金繰入額 100 －

役員退職慰労引当金繰入額 8,039 733

退職給付費用 39,280 29,899

貸倒引当金繰入額 4,800 9,800

その他 235,531 206,238

営業費用合計 1,641,617 1,304,187

営業損失（△） △401,912 △32,404

営業外収益

受取利息 4,299 4,728

受取配当金 9,050 9,022

有価証券売却益 862 －

負ののれん償却額 30,510 30,510

その他 27,891 30,601

営業外収益合計 72,613 74,862

営業外費用

支払利息 11,723 16,529

為替差損 9,458 －

有価証券売却損 221 －

貸倒引当金繰入額 － 3,600

その他 10,182 13,816

営業外費用合計 31,585 33,946

経常利益又は経常損失（△） △360,884 8,511
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(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

特別利益

商品取引責任準備金戻入額 237 －

金融商品取引責任準備金戻入 184 0

訴訟損失引当金戻入額 3,300 －

保険解約返戻金 － 2,041

特別利益合計 3,721 2,042

特別損失

投資有価証券評価損 612 －

関係会社株式清算損 30,606 －

貸倒引当金繰入額 － 17,800

訴訟損失引当金繰入額 － 700

その他 2,664 －

特別損失合計 33,882 18,500

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純損失
（△）

△391,045 △7,945

匿名組合損益分配額 10,235 37,562

税金等調整前四半期純損失（△） △401,281 △45,508

法人税、住民税及び事業税 3,411 2,247

法人税等調整額 6,369 1,086

法人税等合計 9,781 3,334

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △411,062 △48,843

少数株主利益又は少数株主損失（△） △8,373 5,469

四半期純損失（△） △402,688 △54,312
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △411,062 △48,843

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 33,938 △54,180

為替換算調整勘定 65,637 10,049

その他の包括利益合計 99,576 △44,130

四半期包括利益 △311,485 △92,973

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △303,112 △98,443

少数株主に係る四半期包括利益 △8,373 5,469
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【継続企業の前提に関する事項】

　当社グループは、前々連結会計年度において833,629千円の営業損失を計上し、前連結会計年度において

も1,231,847千円の営業損失を計上しております。

　当社グループでは、当該状況を解消するために、収益力の回復に努めてまいりました。前連結会計年度に

おいては、連結子会社の三京証券株式会社における為替取引関連事業を会社分割の方法により譲渡し、不

採算事業からの撤退を図るなど、経営の効率化を目指して、事業改革を断行しております。

　当第１四半期連結累計期間においては、四半期営業損失32,404千円となりましたが、四半期経常利益

8,511千円を計上しております。

　依然として、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、回復基調は

鮮明になってきております。

　当社グループでは、当該状況を解消すべく、経営資源の選択と集中により、商品取引関連事業を中心とし

て、有価証券関連事業の強化を図り、それぞれの業務効率を高め、連携を深めていくことで、より質の高い

投資・金融サービスの開発および提供を推進することにより、収益基盤の強化を図っております。具体的

には、有価証券関連事業における新興国債券などの新規商品への積極的な取り組みなどであります。

　また、当社および当社グループの中核企業である岡藤商事株式会社、日本フィナンシャルセキュリ

ティーズ株式会社において役員報酬および従業員給与の制度を業績連動型制度に変更するとともに、取

締役に対する退職慰労金制度を廃止、役職員数の25％削減等を盛り込んだ経費の３割削減計画を策定し、

既に平成24年２月から断行しており、その効果はすでに出始めております。

　なお、安定した資金の調達を図るため、取引金融機関との良好な関係を維持するように努めるとともに、

固定資産の売却等も検討してまいります。

　当社グループとしましては、上記の事業計画を実行していくことにより、継続企業の前提に関する重要

な疑義を解消できるものと判断しておりますが、現下の経済情勢等を鑑みれば、不確定要素を内包してい

る状況にあります。

　これらにより、当社グループは、継続企業の前提に関して重要な不確実性が認められる状況にあります。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この減価償却方法の変更による損益に与える影響額は軽微であります。

　
【追加情報】

　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（匿名組合出資預り金の会計処理）

当社の連結子会社は、匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組合財産は営業者に帰属するた

め、匿名組合の財産および損益は四半期連結財務諸表に含め、総額で表示しております。

匿名組合出資者からの出資金を受け入れた時に「匿名組合出資預り金」（四半期連結貸借対照表の流動負債

「その他」に含んでおります。）を計上し、匿名組合が獲得した純損益の出資者持分相当額につきましては、「匿名

組合損益分配額」に計上するとともに「匿名組合出資預り金」を加減しております。

　
【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書および前第１四半期連結累計

期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間

に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)および負ののれん償却額は、次のと

おりであります。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 26,052千円 10,304千円

負ののれん償却額 △30,510 △30,510

　
(株主資本等関係)

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

  配当金支払額

　該当事項はありません。

　
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

  配当金支払額

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　
商品取引
関連事業

為替取引
関連事業

有価証券
関連事業

投資顧問
関連事業

海外投資
関連事業

合計

営業収益 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する営業収益 1,142,36714,646 48,423 32,862 1,4041,239,704

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 2,181 ― 2,181

計 1,142,36714,646 48,423 35,043 1,4041,241,885

セグメント利益または損失
(△)

△162,209△27,216△24,488△45,255△35,950△295,121

　
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △295,121

セグメント間取引消去 127

全社費用(注) △106,918

四半期連結損益計算書の営業損失 △401,912

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

記載すべき事項はありません。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　
商品取引
関連事業

為替取引
関連事業

有価証券
関連事業

投資顧問
関連事業

海外投資
関連事業

合計

営業収益 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する営業収益 1,177,028△18,857 98,817 14,794 ― 1,271,782

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 12,142 ― 12,142

計 1,177,028△18,857 98,817 26,937 ― 1,283,925

セグメント利益または損失
(△)

127,175△18,857 14,575△37,475△29,473 55,945

　
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 55,945

セグメント間取引消去 66

全社費用(注) △88,415

四半期連結損益計算書の営業損失 △32,404

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　
３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人

税法に基づく方法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「商品取引関連事業」のセグメン

ト利益が増加しておりますが、その影響額は軽微であります。

　
４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

記載すべき事項はありません。
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(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目

前第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日

至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日

至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △47円87銭 △6円45銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額(△)(千円) △402,688 △54,312

    普通株主に帰属しない金額(千円) － －

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △402,688 △54,312

    普通株式の期中平均株式数(千株) 8,411 8,411

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間においては、１株当たり四

半期純損失であり、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。また、当第１四半期連結累計期間において

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

 該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月９日

岡藤ホールディングス株式会社

取締役会  御中
　

監査法人まほろば

　

指定社員

業務執行社員
　 公認会計士    土　　屋　　洋　　泰    印

　

指定社員

業務執行社員
　 公認会計士    井　　尾　　仁　　志    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岡藤
ホールディングス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結
会計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日か
ら平成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岡藤ホールディングス株式会社及び連結子会
社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、前々連結会計年度において833,629千円、前
連結会計年度において1,232,847千円の営業損失を計上しており、当第１四半期連結累計期間においても
32,404千円の四半期営業損失となっているが、四半期経常利益8,511千円を計上しており、回復基調は鮮明に
なってきてはいるものの、依然として、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお
り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。
なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい
る。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期
連結財務諸表に反映されていない。　
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。　

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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